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＜カナダ＞

予想 実績
11⽉28⽇ 3Q GDP（前期⽐年率） 3.6% 2.1% 2.8%
11⽉28⽇ 9⽉ GDP（前年同⽉⽐） 2.2% 2.2% 2.3%
12⽉5⽇ 11⽉ 失業率 6.5% 6.6%
12⽉5⽇ 11⽉ 雇⽤者数増減 4.31万⼈ 0.00万⼈
12⽉8⽇ 11⽉ 住宅着⼯件数 18.36万件 20.05万件

＜⽶国＞

予想 実績
12⽉1⽇ 11⽉ ISM製造業景況指数 59.0 58.0 58.7
12⽉5⽇ 11⽉ ⾮農業部⾨雇⽤者数増減 21.4万⼈ 23.0万⼈
12⽉5⽇ 11⽉ 失業率 5.8% 5.8%
12⽉11⽇ 11⽉ ⼩売売上⾼（前⽉⽐、速報） 0.3% 0.3%
12⽉12⽇ 12⽉ ミシガン⼤学消費者信頼感 88.8 89.5

発表⽇

発表⽇ 経済指標 前回 今回

今回前回経済指標
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OPECの減産⾒送り決定を受けて⼤きく下落した原油
価格は、少しリバウンドした⽇もありましたが、⾜元
では1バレル66⽶ドル台の安値圏で推移しています。
カナダ株は先週後半から原油価格に連動して下落して
いましたが、3⽇には欧⽶の株価が上昇したこともあ
り上昇しました。しかし翌4⽇には、カナダ主要銀⾏
の決算が予想を下回ったことや、サウジアラビアから
⽶国への原油輸出レートの引き下げ、⼀部エネルギー
株の配当引き下げ報道などから、2%近く下落してい
ます。
為替市場では円安⽶ドル⾼が進み、円は⼀時120円台
をつけています。カナダドルは原油価格に連動して⼤
きく下落した28⽇以降は、対⽶ドルでほぼ横ばいで推
移しています。12⽉4⽇の海外終値は1カナダドル＝
105.21円と2008年以来の105円台となっています。
カナダの経済指標では、11⽉28⽇発表された第3四半
期の実質GDPが市場予想の前期⽐年率+2.1%を上回
る同+2.8%となりました。輸出が同+6.9%増加した
のに加えて、企業の設備投資が同+5.9%増加してい
ます。これを受け、3⽇にはカナダ中央銀⾏が国内景
気判断を上⽅修正しています。
8⽇には11⽉の住宅着⼯件数が発表されます。10⽉は
18万件と9⽉から減少しました。

2014年12⽉5⽇

出所：Bloomberg

カナダ あっと・あ・ぐらんす

OPEC減産⾒送りの後遺症が残る。

＜政策⾦利とインフレ指標の推移＞＜カナダ株と原油価格の推移＞

＜カナダドルの推移＞

＜注⽬指標：住宅着⼯件数＞

（2014/6/30〜2014/12/4）

（2014/6/30〜2014/12/4）

（2012/1〜2014/10）

主な経済指標
※カナダ株：S&Pトロント総合指数、
カナダ⾼配当株：S&P/TSXコンポジット⾼配当指数

2014/6/30＝100として指数化

at a glance “⼀⽬で”わかるカナダの
マーケット情報をお届けします。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。

また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信託

報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 
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